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令和 8 年熊本地震の対応について 
 
令和 8 年熊本地震により被害を受けられた被災者の皆様に対して、心よりお見舞い申し

上げます。 
 本地震を受け、各種共済制度の対応について下記の通りご案内申し上げます。 
 

記 
 
1.各共済制度における保険金のお支払について 
(1)生命共済制度 
「地震、噴火または津波」により、死亡保険金または高度障害保険金のお支払事由に該

当した場合には、保険金をお支払いします。なお、災害保険金、傷害給付金、入院給付金
につきましては通常免責となりますが、今回の地震に関しては個別に判断いたします。 
 
(2)医療・がん・介護共済制度 
医療補償・介護補償につきまして、通常、「地震、噴火または津波」によるケガ等につい

て保険金または給付金のお支払事由に該当した場合、免責としておりますが、今回の地震
に関しては保険金または給付金を全額お支払いします。 
 
(3)せつび共済制度 
 「地震災害補償コース」にご加入の組合員様のみお支払の対象となります。 
 
(4)災害補償共済制度 
 地震・津波によって被った事故についてはお支払いの対象外となります。 
 
2.せつび共済制度の新規引受について 
新規契約または引受責任額の増額（支払限度額の引上げ、免責金額の引下げ等）につき

ましては、下記対象地域に所在する物件の引受けを一時的に見合わせております。 
 

対象地域 
次の都道府県全域 
熊本県、長崎県、鹿児島県、福岡県、佐賀県、宮崎県 

 
以上 


